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NPO法⼈ 気候ネットワーク

• 制度・政策実現（国際・国・地域）
• 普及啓発・世論形成
• エネルギー転換

市民のチカラで気候変動を止める
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世界のCO2排出量の増加

地球の平均気温は
１℃以上上昇
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世界⽬標は「1.5℃」抑制へ

・気温上昇を２℃未満、さらに1.5℃抑制に合意 (2015)
・しかし1.5℃上昇でも⼤きな被害（2018) →2℃はダメ

↓
1.5℃抑制には2030年に45%削減、2050年実質ゼロ
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1.5℃に抑制するために排出できる量は
あとわずか

Global Carbon Project
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石炭は温暖化の最大の要因
2030年までに８割減が必要（石油ガスの２倍の速さ）

石炭

石油

ガス

Carbon Brief
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1.5℃をめざして
・2030年までにCO2排出を
45％削減
・2050年には排出実質ゼロ
・新規の⽯炭⽕⼒発電を中
⽌。先進国は2030年、世界
全体では2040年までに全廃 アントニオ・グテレ

ス国連事務総⻑

各国の⾏動強化を要請
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120カ国以上が2050年までに
排出実質ゼロを表明・支持

＜日本も＞

バイデンサミット
行動強化への機運醸成
主要国のコミットメント

68% 55%
50-52% 46-50%

65%
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京都議定書
第1約束期間
6％削減

地球温暖化
防⽌⾏動計画
0％（90年⽐）
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ゼロ

⽇本の2050年ネットゼロ
いかに実現するか？

2030年
-46-50%
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⽇本の温室効果ガスはどこから？

温室効果ガス排出インベントリデータ・総合エネルギー統計より作成

石炭火力

22%

運輸

16%

LNG火力
13%鉄鋼業

11%

化学工業

5%

その他産業
12%

家庭・業務
9%

その他CO2…

CO2以外
8%

電気を作る

電気を作る

車を走らせる
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減らすべき⽯炭⽕⼒発電を、今も増やしている
165基運転中・9基建設中

beyond-coal.jp



東京電力
千葉火力発電所

東京電力
五井火力発電所

東京電力
姉崎火力発電所

東京電力
袖ケ浦火力発電所

東京電力
富津火力発電所

東京電力
品川火力発電所

東京電力
大井火力発電所

東京電力
川崎火力発電所

東京電力
東扇島火力発電所

JR東日本
川崎火力発電所

川崎天然ガス
川崎天然ガス発電所

東京電力
横浜火力発電所

電源開発
磯子火力発電所

東京電力
横須賀火力発電所

君津共同火力
富津火力発電所

JERA
横須賀

蘇我

袖ヶ浦

市原

三番瀬

盤洲
干潟

東京湾で唯⼀残る⽯炭⽕⼒発電事業
横須賀⽯炭⽕⼒発電所
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これからのエネルギー政策の⽅向性
第６次エネルギー基本計画（案） (1)

• カーボンニュートラル・2030年46%削減～
50%削減の高みへ →気候変動課題をトップに

• 国際ルール形成を主導し、脱炭素技術・新たな
脱炭素イノベーションで国際競争力を高める

→技術・イノベーションに軸

• 安全性確保を前提に安定供給確保やエネルギー
コスト削減（S＋３E)

→従来の原発を含むベスト・ミックス方針維持



第６次エネルギー基本計画（案） (2)
⽯炭・原発を使い続ける⽅針

全体にバランスを維持
エネルギー転換の方向性が見えず



第６次エネルギー基本計画（案） (3)
2030年の主要課題

• 1.5℃の気温目標と不整合=科学の要請に応えていない
• 石炭火力ゼロの目標なし

• 限定的な省エネと不均衡な部門責任
Ø エネルギー需要：201３年度比-23%
Ø 発電電力量：2013年度比-9%
Ø 家庭部門に特に重い省エネ（-66%)、産業-37%

• 原発の問題に向き合っていない
• 第５次計画方針を踏襲 → 石炭でバックアップの可能性

• 技術革新への前のめり
アンモニア・水素燃料・技術導入へ資源外交・
資源サプライチェーン構築・CCUS適地確保

非現実さを否めない計画



ゼロへのレースは始まっている
Race to Zero

3067企業、733自治体、173投資家
624教育機関が参加

多くの非国家主体が「2050年ネットゼロ」目標に
「宣言」するだけでなく、2030年までの「計画」を立てて「実行」し

進捗を「報告」することが参加要件



企業の責任ある⾏動へ動き出した

サイエンス・ベースド・ターゲット（企業版2℃⽬標）への参加
（科学と整合した⽬標設定）世界1778社が参加（⽇本企業161社）

出典：Science Based Targets  https://sciencebasedtargets.org/ 21
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脱炭素の波を受ける企業の変化



みずほ・三菱UFJへの株主提案
ESGを重視する海外投資家が⽀持表明
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投資家向けの活動を⾏う団体では、
世界で注⽬すべき提案の⼀つに位
置づけ
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地⽅⾃治体も動き出した



気候ネットワーク提⾔レポート（2021年3⽉）

「2050年ネットゼロへの道すじ」
2030年・2040年の削減⽬標と政策提⾔

基本的な考え方
バックキャスティングの発想に立つ

⑴科学に基づくこと─1.5℃目標の達
成に必要な水準とのギャップを埋める

⑵化石燃料依存から脱却を図ること

⑶弱い立場にある人への支援と一体的
に進めること

⑷参加・対話・包摂を育み、選びたい
未来を実現すること

https://www.kikonet.org/wp/wp-content/uploads/2021/03/NetZero-Report-2050_JP2.pdf
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気候ネットワーク
排出削減⾒通しと

気候ネットワークが提案する削減⽬標

2030年GHG60%以上削減
2040年GHG80%以上削減



（参考）気候ネットワーク提⾔レポート（2020年11⽉）

「石炭火力2030フェーズアウトの道筋」

https://www.kikonet.org/info/publication/coal-phase-out-2030_reviced-edition


企業に求められること

• 大前提としての2050年ネットゼロ
• 排出を出さないものづくり・サプライチェーンの構築

• 「気温上昇1.5℃抑制」に準じた企業目標と計画
• 自己目標とシナリオ、計画化

• 「2030年排出半減」を実現する行動

• 情報開示
• スコープ1・２・３の把握・開示
• 株主・投資家への説明責任



29

何が必要？
エネルギーの作り⽅・使い⽅を⼤きく変える

まずは省エネ
最終エネルギー消費は2030年に40%削減へ

電気も工夫をして節電を（我慢はしなくていい）
節電・需要管理→2030 年20%削減

使う電気はクリーンな電源から
・再エネ電力ー2030年に50%以上

陸上風力・洋上風力・太陽光・地熱・小水力
・石炭火力・原発・石油火力には2030年にはもう頼らない
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何が必要？
建物・クルマ・ゴミなど、⾊々

建物からのCO2を出さない設計に
・新規建設も、既存住宅・建築物もゼロエミッショ
ンに（年2%)

クルマの利用ーガソリン車は、近々さようなら
・電気自動車化（再生可能エネルギーとの組み合わせ）
・自転車・徒歩・まちづくり

廃棄物 ゼロへ

代替フロン 冷媒などを代替物質に転換へ



具体的な取り組み

• 経営計画全体の中に織り込むこと

• エネルギー転換
• 再生可能エネルギー導入（契約切替・直接導入・出資・支援）／
熱利用等の電化

• 省エネ・脱フロン
• 設備投資計画（2030年半減を実現）／生産ライン

• オフィス・事業所・輸送
• 自社施設の脱炭素化計画・機器の更新・車両のEV化

次世代に引き継ぐビジネスと雇用を生み出すこと
・未然に影響を予測し、より良い社会づくりを担う
・産業構造の転換による脱炭素への移⾏
・地域の雇⽤の「公正の移⾏」のプログラム・対話

https://www.kikonet.org/info/publication/just-transition-report
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ü 学びと共有 ー危機感の共有から行動
ü 2030年半減・2050年ネットゼロの目標・計画化
ü 行動＝実践・支援・協力・連携・資産運用・投
資・要請

ü 産業構造の転換を支える「公正な移行」
ü 明るいビジョンを持ち、示すこと

パリ協定︓歴史的合意の成⽴
今、求められること

⼀⼈ひとりが⾏動する決意と覚悟を
Global Optimisms
悲観ではなく未来は変えられるという楽観を
必要なことを実践しよう
古い世界は捨て去ろう
信念に向き合い将来のビジョンを持とう
真実を貫こう
消費者ではなく市民として自分を見よう
化石燃料の先へ動こう
クリーン経済に投資しよう
技術の利用に責任を持とう
ジェンダー平等を築こう
政治に関与しよう



参考：国が実現するべき10の重要な政策措置
(気候ネットワーク提案)
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1.目標設定と達成プロセスの法定化
2.炭素への価格付け─カーボンプライシング
3.脱火力・脱原発の政府目標化
4.労働の公正な移行（Just Transition）政策
5.再エネ導入拡大政策
6.自動車EV化と徒歩・自転車・公共交通機関への
モーダルシフト
7.住宅・建築物、機器の規制強化
8.廃棄物削減・脱プラ政策
9.Fガス（代替フロン等4 ガス）規制
10.金融政策強化


